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子ども・子育て支援事業計画において、次の事項を定めることとしている。（子ども・子育て支援法第６１条第２項） 

●教育・保育提供区域ごと 

①教育・保育の量の見込み並びに実施しようとする教育・保育の提供体制の確保の内容及びその実施時期 

②地域子ども・子育て支援事業の量の見込み並びに実施しようとする地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保

の内容及びその実施時期 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「量の見込み」の基本的な考え方 

子ども・子育て支援法 第６１条第２項（抜粋） 

２ 市町村子ども・子育て支援事業計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 市町村が、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、教育・保育を提供するための施設の整備の状況その他の条件を総合的に勘

案して定める区域（以下「教育・保育提供区域」という。）ごとの当該教育・保育提供区域における各年度の特定教育・保育施設に係る必

要利用定員総数（第十九条第一項各号に掲げる小学校就学前子どもの区分ごとの必要利用定員総数とする。）、特定地域型保育事業所（事

業所内保育事業所における労働者等の監護する小学校就学前子どもに係る部分を除く。）に係る必要利用定員総数（同項第三号に掲げる小

学校就学前子どもに係るものに限る。）その他の教育・保育の量の見込み並びに実施しようとする教育・保育の提供体制の確保の内容及び

その実施時期 

二 教育・保育提供区域ごとの当該教育・保育提供区域における各年度の地域子ども・子育て支援事業の量の見込み並びに実施しようとする

地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保の内容及びその実施時期 

三 子ども・子育て支援給付に係る教育・保育の一体的提供及び当該教育・保育の推進に関する体制の確保の内容 
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❖ニーズ調査を元に具体的な量の見込みを算出するための手引きについて 

 ※国の手引きは、市町村子ども・子育て支援事業計画における量の見込みの標準的な算出方法を示すもの 

 

 

 

 

 

 

❖待機児童解消に向けた取組 

 

 

 

 

 

 

 

平成26年1月20日「市町村子ども・子育て支援事業計画における『量の見込み』の算出等のための手引き」 

平成31年4月23日「第二期市町村子ども・子育て支援事業計画等における『量の見込み』の算出等の考え方」 

第二期に向けて 

※平成30年8月24日『第二期市町村子ども・子育て支援事業計画における『量の見込み』の算出等の考え方』、平成30年12月27日

『「新・放課後子ども総合プラン」に基づく放課後児童健全育成事業に係る『量の見込み』の算出等の考え方について』及び 

『幼稚園における預かり保育の量の見込みの算出の考え方』その他の留意事項を追加で盛り込み改訂 
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 ①推計児童数と潜在家庭類型をクロスし、家庭類型別児童数を算出 

 

 

 

 ②家庭類型別児童数と利用意向率をクロスし量の見込みを算出 

 

 

 

❖全国共通で「量の見込み」を算出する項目 

 ・教育・保育関係（4 区分） 

◆教育標準時間認定（1号認定）  ◆保育認定（教育志向の2号認定）  ◆保育認定（2号認定）  ◆保育認定（3号認定） 

 ・地域子ども・子育て支援事業関係（8事業） 

◆地域子育て支援拠点事業  ◆子育て短期支援事業  ◆子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業）

◆一時預かり事業  ◆時間外保育事業  ◆病児保育事業  ◆放課後児童健全育成事業  ◆利用者支援事業 

推計児童数（人） × 潜在家庭類型（割合） ＝ 家庭類型別児童数（人） 

家庭類型別児童数（人） × 利用意向率（割合） ＝ 量の見込み（人） 

※アンケート結果から算出 

※アンケート結果から算出 

量の見込みの標準的な算出方法 
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120時間以上 60時間未満

タイプA

タイプB タイプC'

120時間以上

120時間未満

60時間以上

60時間未満 タイプC' タイプE'

タイプF

現在は就労していない

就労したことがない

パートタイム就労

育休・介護休業中

フルタイム就労

育休・介護休業中

現在は就労していない

就労したことがない

タイプE

パートタイム就労

育休・介護休業中

タイプC

タイプC

フルタイム就労

育休・介護休業中

父

親

母　親

タイプD

タイプD

120時間未満

60時間以上

タイプB タイプC

タイプC

タイプC’

タイプC’

タイプE

タイプE’

タイプD

タイプD タイプF

タイプA

タイプ

タイプＡ ひとり親家庭

タイプＢ フルタイム×フルタイム

タイプＣ フルタイム×パートタイム （就労時間：月60時間以上）

タイプＣ´ フルタイム×パートタイム （就労時間：月60時間未満）

タイプＤ 専業主婦（夫）

タイプＥ パートタイム×パートタイム （就労時間：双方が月60時間以上）

タイプＥ´ パートタイム×パートタイム （就労時間：いずれかまたは双方が月60時間未満）

タイプＦ 無業×無業

父母の有無と就労状況

家庭類型の分類 
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❖家族類型と教育認定、保育認定区分の関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

120時間以上 60時間未満

タイプA

タイプB タイプC'

120時間以上

120時間未満

60時間以上

60時間未満 タイプC' タイプE'

タイプF

現在は就労していない

就労したことがない

パートタイム就労

育休・介護休業中

フルタイム就労

育休・介護休業中

現在は就労していない

就労したことがない

タイプE

パートタイム就労

育休・介護休業中

タイプC

タイプC

フルタイム就労

育休・介護休業中

父

親

母　親

タイプD

タイプD

120時間未満

60時間以上

タイプB タイプC

タイプC

タイプC’

タイプC’

タイプE

タイプE’

タイプD

タイプD タイプF

タイプA

保育認定

タイプ 父母の有無と就労状況

タイプＡ ひとり親家庭

タイプＢ フルタイム×フルタイム

タイプＣ フルタイム×パート（長）

タイプＥ パート×パート（双方が長）

教育認定

タイプ 父母の有無と就労状況

タイプＣ´ フルタイム×パート（短）

タイプＤ 専業主婦（夫）家庭

タイプＥ´ パート×パート（いずれか短）

タイプＦ 無業×無業

1 号認定（3～5歳）認定こども園・幼稚園 2 号認定（3～5歳）認定こども園・保育所 

3 号認定（0～2歳）認定こども園・保育所・地域型保育事業 

幼児期の学校教育 
の希望が強い 
（幼稚園利用者） 
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❖地域子ども・子育て支援各事業の量の見込みの算出対象となる家庭類型 

事業種別 算出の対象となる家庭類型 

時間外保育事業 共働き家庭等 

（タイプＡ・Ｂ・Ｃ・Ｅ） 放課後児童健全育成事業 

子育て短期支援事業 全家庭 

地域子育て支援拠点事業 全家庭 

一時預かり事業 
幼稚園在園児対象 

1 号認定利用 

（教育標準時間認定） 

専業主婦（夫）家庭、就労時間短家庭 

（タイプＣ´・Ｄ・Ｅ´・Ｆ） 

2 号認定利用 

（保育認定） 

共働きであるが幼稚園利用のみの家庭 

（タイプＡ・Ｂ・Ｃ・Ｅ） 

在園児対象型を除く 全家庭 

病児保育事業 
共働き家庭等 

（タイプＡ・Ｂ・Ｃ・Ｅ） 

子育て援助活動支援事業 
就学前 全家庭 

就学後 全家庭 

 

※算出方法は基本的に教育・保育の量の見込みと同じだが、利用意向の考え方は事業により異なる。 

推計児童数（人）×潜在家庭類型（割合）＝家庭類型別児童数（人） 

家庭類型別児童数（人）×利用意向あるいは利用意向率＝量の見込み 
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事業別区域の設定

教育・保育施設 設定区域

教育・保育  １０区域（旧行政区）

地域子ども・子育て支援事業 設定区域

利用者支援事業 全市域

地域子育て支援拠点事業  １０区域（旧行政区）

妊婦健康診査事業 全市域

乳児家庭全⼾訪問事業 全市域

養育支援訪問事業及び要保護児童等に

対する支援に資する事業

全市域

子育て短期支援事業 全市域

子育て援助活動支援事業 全市域

一時預かり事業  １０区域（旧行政区）

延長保育事業（時間外保育事業）  １０区域（旧行政区）

病児保育事業 全市域

放課後児童健全育成事業  51 小学校区（原則）

 

 子ども・子育て支援事業計画の策定に当たり、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、教育・保育を提

供するための施設の整備の状況その他の条件を総合的に勘案して、小学校区単位、中学校区単位、行政区単位等、地

域の実情に応じて、保護者や子どもが居宅より容易に移動することが可能な「教育・保育提供区域」を定め、その区

域ごとにおいて、次の事項を定めることとしている。（子ども・子育て支援法第 61 条第 2 項） 

① 各年度の特定教育・保育施設及び特定地域型保育

事業所に係る必要利用定員総数と教育・保育の量の

見込み、提供体制の確保内容、その実施時期 

② 各年度の地域子ども・子育て支援事業の量の見込

み、提供体制の確保内容、その実施時期 

 

 

 

 

 

 

区域の設定について 
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❖就学前児童、小学生児童人口の推移（推計） 

 

 

 

 

 

 

実績← →推計

年齢 平成27年 平成28年 平成29年 平成30年 平成31年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 令和６年

０歳 2,097 2,131 2,025 2,033 1,971 1,990 1,952 1,915 1,873 1,827

１歳 2,250 2,179 2,173 2,112 2,085 2,014 2,034 1,995 1,958 1,915

２歳 2,300 2,261 2,190 2,172 2,131 2,081 2,010 2,030 1,990 1,954

３歳 2,392 2,308 2,255 2,198 2,176 2,124 2,074 2,003 2,023 1,984

４歳 2,415 2,395 2,314 2,282 2,189 2,194 2,141 2,090 2,019 2,039

５歳 2,418 2,432 2,382 2,312 2,291 2,196 2,201 2,148 2,097 2,026

６歳 2,521 2,427 2,409 2,378 2,303 2,277 2,182 2,187 2,135 2,084

７歳 2,535 2,513 2,420 2,412 2,373 2,301 2,275 2,180 2,185 2,133

８歳 2,415 2,548 2,516 2,412 2,417 2,369 2,298 2,272 2,177 2,182

９歳 2,500 2,426 2,539 2,521 2,408 2,413 2,365 2,294 2,269 2,174

１０歳 2,576 2,503 2,429 2,536 2,525 2,401 2,405 2,358 2,287 2,262

１１歳 2,558 2,584 2,515 2,422 2,547 2,535 2,410 2,415 2,368 2,296

量の見込みについて 
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❖ 各事業の量の見込み（速報値） 

 

※上記数値は、アンケート調査により得られた回答を基に、手引きに従い算出したものです。今後、実績等と比較し、補正を行う必要があります。 

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度 単位

0歳家庭 3号認定 984 965 947 926 903 人

１・２歳家庭 3号認定 2,091 2,065 2,055 2,016 1,976 人

1号認定 2,188 2,155 2,096 2,062 2,032 人

2号認定（幼稚園） 495 487 474 466 460 人

2号認定（認定こども園及び保育所） 3,151 3,104 3,019 2,970 2,926 人

452 445 437 429 2,926 人

2,094 2,036 2,001 1,958 1,928 人日

736 719 708 693 674 人日

0 0 0 0 0 人日

21,798 21,480 21,279 20,853 20,405 人回

5,962 5,872 5,712 5,619 5,536 人日

123,999 122,133 118,802 116,861 115,147 人日

81,929 80,714 79,263 77,814 76,397 人日

17,534 17,273 16,952 16,644 16,345 人日

0 0 0 0 0 人日

0 0 0 0 0 人日2-8.子育て援助活動支援事業（ファミリーサポートセンター）（就学児）(高学年）

事業

2-5.地域子育て支援拠点事業

2-6.一時預かり他(幼稚園における在園児を対象とした一時預かり)

2-6.一時預かり他(2号認定による定期的な一時預かり)

2-6.一時預かり他(上記以外)

2.病児病後児保育、ファミリー・サポート・センター（病児・病後児）

2-8.子育て援助活動支援事業（ファミリーサポートセンター）（就学児）(低学年）

1.教育・保育

３歳～就学前

2-1.時間外保育事業

2-2.放課後児童健全育成事業(低学年）

2-2.放課後児童健全育成事業(高学年）

2-3.子育て短期支援事業（ショートステイ）


